
令
和
６
年
度
お
よ
び
令
和
５
年

度
に
実
施
し
た
監
査
結
果
に
基
づ

き
講
じ
た
措
置
に
つ
い
て
、
茂
原

市
長
か
ら
通
知
が
あ
り
ま
し
た
。

内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

◆
監
査
の
種
類

定
期
監
査

◆
措
置
年
度

令
和
７
年
度

〈
財
務
部　
財
政
課
〉

【
監
査
結
果
】

・
健
全
な
財
政
を
確
保
す
る
た

め
、
財
政
状
況
を
示
す
様
々
な
数

値
の
動
向
を
常
に
的
確
に
把
握
し

た
う
え
で
、
状
況
に
応
じ
た
適
切

な
対
応
を
図
ら
れ
た
い
。

・
財
政
状
況
の
公
表
に
あ
た
って
は
、

数
値
的
結
果
を
示
す
だ
け
で
は
な

く
、
過
去
の
数
値
や
他
市
と
の
比

較
分
析
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
目

に
見
え
る
形
で
分
か
り
や
す
く
伝

え
ら
れ
る
よ
う
創
意
工
夫
さ
れ
た
い
。

【
措
置
内
容
】

・
県
内
他
市
町
村
の
決
算
統
計
資

料
等
を
も
と
に
、
茂
原
市
の
財
政

状
況
を
把
握
し
、
予
算
編
成
等
に

活
用
し
た
。

・
広
報
で
の
公
表
内
容
に
つ
い

て
、
令
和
６
年
11
月
１
日
号
茂
原

市
の
お
さ
い
ふ
事
情
よ
り
掲
載
方

法
を
修
正
し
、
併
せ
て
、
財
政
事

情
の
公
表
を
ウ
ェ
ブ
ペ
ー
ジ
に
て

公
開
し
て
い
る
こ
と
を
周
知
し

た
。
ま
た
、
当
初
予
算
概
要
に
つ

い
て
も
掲
載
方
法
を
修
正
し
た
。

【
監
査
結
果
】

・
突
発
的
な
災
害
対
応
等
に
よ
り

財
政
調
整
基
金
が
減
少
傾
向
に
あ

る
中
、
依
然
と
し
て
財
政
調
整
基

金
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
厳
し
い

財
政
運
営
が
続
い
て
い
る
。
財
政

調
整
基
金
は
不
測
の
事
態
に
備
え

る
た
め
の
基
金
で
も
あ
る
こ
と
か

ら
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
最
低
限

の
基
金
額
の
算
定
と
そ
の
確
保
に

つ
い
て
鋭
意
検
討
さ
れ
た
い
。

【
措
置
内
容
】

・
近
年
の
著
し
い
社
会
情
勢
の
変

化
に
伴
い
、
地
方
自
治
体
が
担
う

べ
き
事
業
も
増
加
し
て
き
て
い

る
。
こ
の
よ
う
な
情
勢
下
に
お
い

て
不
測
の
事
態
が
生
じ
た
場
合
に

対
応
す
る
た
め
、
余
剰
金
が
生
じ

た
場
合
に
は
、
地
方
財
政
法
に
則

り
、
基
金
に
積
み
立
て
る
。

問
合
せ

監
査
委
員
事
務
局
（
９
階
）

☎
⒇
１
５
６
０　

⒇
１
６
０
７

下水道事業会計（収益的支出）�  447万円（下水道管渠管理業務等委託料）

問合せ 財政課（４階）☎（20）1517　 （20）1603

　公営企業会計補正予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　一般会計補正予算額　1億4,696万円（補正後予算額341億1,696万円）　　　　　　　　　

令和７年度　６月補正予算
※1万円単位で端数処理しています。

監
査
の
結
果
に

�

対
す
る
措
置

歳入
国庫支出金 �  1億3,328万円
県支出金 �  401万円
繰越金 �  284万円
諸収入 �  123万円
市債 �  560万円

歳出
総務費 �  2,163万円
民生費 �  4,179万円
衛生費 �  1,117万円
商工費 �  6,500万円
土木費 �  486万円
教育費 �  251万円

歳出の内容
総務費 防犯設備設置・管理費 �  750万円

防犯対策事業 �  554万円
防災行政無線施設事業 �  650万円
参議院議員選挙運営費 �  209万円

民生費 障害福祉サービス事業所・施設物価高騰対策支援金交付事業 �  499万円
介護サービス事業所・施設等物価高騰対策支援金交付事業 �  1,586万円
放課後児童健全育成事業 �  203万円
私立保育園等運営費補助事業 �  1,867万円
児童養護施設等物価高騰対策補助事業 �  24万円

衛生費 医療機関等物価高騰対策支援金交付事業 �  1,117万円
商工費 キャッシュレス決済ポイント還元事業 �  6,500万円
土木費 公共交通事業者応援事業 �  486万円
教育費 私立幼稚園物価高騰対策補助事業 �  251万円
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